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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第68期

中間連結会計期間
第69期

中間連結会計期間
第68期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上高 (千円) 8,866,908 8,718,433 22,837,611

経常利益 (千円) 1,070,169 996,766 3,675,834

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 660,090 617,283 2,408,421

中間包括利益又は包括利益 (千円) 558,930 671,916 2,292,940

純資産額 (千円) 10,695,674 12,158,463 12,372,666

総資産額 (千円) 22,069,121 20,639,299 23,858,011

１株当たり中間（当期）
純利益

(円) 107.88 101.01 393.61

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.02 58.86 51.80

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,873,857 829,230 2,195,441

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △200,027 △447,407 △635,147

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △848,682 △1,161,446 △1,123,322

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 5,626,711 4,458,911 5,238,534
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1） 経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境が改善される中で緩やかな回復が続いておりま

す。その一方で、恒常的な物価上昇や、米国の通商政策の動向など依然として先行き不透明な状況が続いておりま

す。

当社グループが属する業界においては、異常気象や大規模自然災害を背景に「国土強靭化」や「防災・減災」の

重要性が一段と高まっております。このような中、国が進める老朽化が進むインフラの維持・更新対策や防災イン

フラの整備等への対応を目的とした公共投資が底堅く推移する一方で、将来的な国内市場の縮小リスクや資材・原

材料・エネルギー価格等の高騰による影響もあり、予断を許さない状況にあります。

このような経営環境下で当社グループでは、2035年を目標とする「ヤマウグループ長期VISION2035」と2024年４

月から2027年３月までを計画期間とする「中期経営計画　Plan　C³」を策定いたしました。長期ビジョンの実現に

向けた１st　Stageである「Plan　C³」を「変革と創造への挑戦」期と位置付け、将来目線に立ったグループの構造

改革と成長戦略に取り組んでおります。

当中間連結会計期間におきましては、インフラ整備工事への対応や、高騰する資材、原材料、物流費等の販売価

格への転嫁等に取り組んでまいりました。その結果、当中間連結会計期間の業績は、橋梁、高架道路用伸縮装置の

製造・販売・設置工事事業において受注が対前年度比減少したものの、コンクリート製品製造・販売事業等の受注

が堅調に推移し、売上高は87億18百万円（前中間連結会計期間比1.7％減）、営業利益が９億９百万円（前中間連結

会計期間比7.9％減）、親会社株主に帰属する中間純利益が６億17百万円（前中間連結会計期間比6.5％減）となり

ました。

 
セグメントの経営成績を示すと次のとおりであります。

 
（コンクリート製品製造・販売事業）

コンクリート製品製造・販売事業の売上は、土木製品、景観製品、レジンコンクリート製品の販売によるもので

あります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は、53億49百万円（前中間連結会計期間比7.9％増）、セグメント

利益（営業利益）は10億36百万円（前中間連結会計期間比24.1％増）となりました。

 
（水門・堰の製造及び施工並びに保守事業）

水門・堰の製造及び施工並びに保守事業の売上は、水門、除塵機、水管橋等鋼構造物の製造、施工並びにそれら

の保守によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は、12億54百万円（前中間連結会計期間比

16.3％減）、セグメント損失（営業損失）は、１億６百万円（前中間連結会計期間は営業利益54百万円）となりま

した。

 
（地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業）

地質調査・コンサルタント業務及び土木工事事業の売上は、地質調査及び地すべり対策工事並びに測量・設計業

務によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は、８億69百万円（前中間連結会計期間比12.9％

増）、セグメント利益（営業利益）は73百万円（前中間連結会計期間比274.9％増）となりました。
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（橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業）

橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販売・設置工事事業の売上は、主に橋梁、高架道路用伸縮装置の製造・販

売・設置工事によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は８億70百万円（前中間連結会計期間

比37.5％減）、のれん償却後のセグメント損失（営業損失）は１億69百万円（前中間連結会計期間は営業利益74百

万円）となりました。

 
（コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業）

コンクリート構造物の点検・調査、補修工事事業の売上は、橋梁、トンネル等コンクリート構造物の点検・調査

業務の請負、補修工事・補強設計業務の請負によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は、２

億42百万円（前中間連結会計期間比67.3％増）、セグメント損失（営業損失）は29百万円（前中間連結会計期間は

営業損失79百万円）となりました。

 
（情報機器の販売及び保守事業）

情報機器の販売及び保守事業の売上は、主に金融機関向け業務処理支援機器及びその周辺機器の販売並びにそれ

らの保守事業によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は１億25百万円（前中間連結会計期間

比52.6％増）、セグメント利益（営業利益）は29百万円（前中間連結会計期間比65.1％増）となりました。

 
（不動産事業）

不動産事業の売上は、主に不動産の賃貸によるものであります。当中間連結会計期間の業績は、売上高は１億38

百万円（前中間連結会計期間比0.2％増）、セグメント利益（営業利益）は82百万円（前中間連結会計期間比3.6％

増）となりました。

 

（2） 財政状態の状況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて18.6％減少し、136億96百万円となりました。これは、主として、現金及

び預金が７億67百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が26億52百万円それぞれ減少し、商品及び製品が２億34百

万円、仕掛品が１億21百万円、原材料及び貯蔵品が31百万円それぞれ増加したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％減少し、69億42百万円となりました。これは主として、有形固定資

産が47百万円、無形固定資産が80百万円それぞれ減少し、投資その他の資産が35百万円増加したことによるもので

あります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて13.5％減少し、206億39百万円となりました。

 
（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて26.6％減少し、76億91百万円となりました。これは、主として、支払手

形及び買掛金が12億13百万円、電子記録債務が１億24百万円、未払法人税等が４億78百万円、その他流動負債が８

億67百万円それぞれ減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて22.0％減少し、７億88百万円となりました。これは、主として長期借入

金が１億57百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて26.2％減少し、84億80百万円となりました。

 
（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ1.7％減少し、121億58百万円となりました。これは、主として利益剰余金で

１億10百万円、自己株式で１億52百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が49百万円増加したことによ

るものであります。
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（3） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により８億29百万円

増加し、投資活動により４億47百万円及び財務活動により11億61百万円減少したことにより、当中間連結会計期間

末には44億58百万円（前中間連結会計期間は56億26百万円）となりました。

 
当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、８億29百万円（前中間連結会計期間は18億73百万円

の増加）となりました。これは主に、減価償却費で３億45百万円、売上債権の減少で27億93百万円資金が増加し、

仕入債務の減少で13億38百万円、棚卸資産の増加で３億88百万円、法人税等の支払いで８億89百万円資金が減少し

たことによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、４億47百万円（前中間連結会計期間は２億円の減

少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出により４億29百万円資金が減少したことによるも

のであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、11億61百万円（前中間連結会計期間は８億48百万円

の減少）となりました。これは主に、短期借入金の減少により97百万円、長期借入金の返済による支出により１億

57百万円、自己株式の取得による支出により１億52百万円及び配当金の支払いにより７億25百万円資金が減少した

ことによるものであります。

 
（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（5） 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は30百万円であります。
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,224,000

計 25,224,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,306,000 6,306,000
東京証券取引所
 スタンダード市場

（注）１、２、３

計 6,306,000 6,306,000 ― ―
 

(注) １　当社の株式の単元株式は、100株であります。

２　当社の発行している普通株式は、株主としての権利内容に制限のない当社における標準となる株式でありま

す。

３　議決権の有無及びその理由

議決権に制限はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年９月30日 ― 6,306,000 ― 800,000 ― 300,000
 

 

(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

福岡商事株式会社 福岡市中央区大名２－２－26 880 14.52

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７－18 400 6.60

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１－１ 400 6.60

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行)

東京都千代田区丸の内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

325 5.36

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２－13－１ 222 3.66

株式会社鹿児島銀行
(常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行)

鹿児島県鹿児島市金生町６－６
(東京都中央区晴海１－８－12)

195 3.22

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３－１－１ 160 2.64

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町２－２－１ 134 2.22

株式会社佐賀銀行 佐賀県佐賀市唐人２－７－20 130 2.15

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 121 2.00

計 － 2,967 48.98
 

(注) 　上記のほか当社所有の自己株式247千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 247,100
 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,045,100
 

60,451 同上

単元未満株式 普通株式 13,800
 

― 同上

発行済株式総数 6,306,000 ― ―

総株主の議決権 ― 60,451 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ヤマウホールディングス
株式会社

福岡市中央区舞鶴
３－２－１

247,100 ― 247,100 3.92

計 ― 247,100 ― 247,100 3.92
 

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,484,345 4,717,091

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※２  7,640,462 ※２  4,988,284

  電子記録債権 1,064,921 924,100

  有価証券 30,000 30,000

  商品及び製品 1,680,345 1,915,254

  仕掛品 268,131 390,052

  原材料及び貯蔵品 545,532 576,715

  その他 113,700 157,344

  貸倒引当金 △4,325 △2,025

  流動資産合計 16,823,114 13,696,816

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 2,352,709 2,352,709

   その他（純額） 2,675,530 2,628,146

   有形固定資産合計 5,028,240 4,980,855

  無形固定資産   

   のれん 447,320 402,588

   顧客関連資産 292,000 255,500

   その他 163,951 164,943

   無形固定資産合計 903,271 823,031

  投資その他の資産   

   投資有価証券 499,110 567,613

   その他 724,023 690,516

   貸倒引当金 △119,749 △119,534

   投資その他の資産合計 1,103,384 1,138,595

  固定資産合計 7,034,896 6,942,483

 資産合計 23,858,011 20,639,299

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,734,709 1,520,885

  電子記録債務 1,138,013 1,013,184

  短期借入金 3,104,400 3,007,261

  未払法人税等 896,072 417,978

  賞与引当金 363,672 363,687

  その他 2,236,751 1,368,845

  流動負債合計 10,473,619 7,691,842

 固定負債   

  長期借入金 313,600 156,400

  退職給付に係る負債 170,079 170,217

  その他 528,046 462,376

  固定負債合計 1,011,725 788,994

 負債合計 11,485,345 8,480,836
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 800,000 800,000

  資本剰余金 802,614 802,614

  利益剰余金 10,568,720 10,457,859

  自己株式 △2,659 △155,635

  株主資本合計 12,168,675 11,904,839

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 254,098 303,566

  退職給付に係る調整累計額 △64,292 △60,350

  その他の包括利益累計額合計 189,805 243,215

 非支配株主持分 14,184 10,408

 純資産合計 12,372,666 12,158,463

負債純資産合計 23,858,011 20,639,299
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 8,866,908 8,718,433

売上原価 5,415,841 5,302,255

売上総利益 3,451,066 3,416,177

販売費及び一般管理費 ※1  2,463,526 ※1  2,506,560

営業利益 987,540 909,616

営業外収益   

 受取利息 396 2,304

 受取配当金 11,195 13,531

 鉄屑処分収入 14,536 21,535

 利用分量配当金 47,647 32,631

 貸倒引当金戻入額 1,920 2,514

 保険解約返戻金 6,485 4,543

 その他 38,000 59,053

 営業外収益合計 120,183 136,115

営業外費用   

 支払利息 18,741 21,669

 固定資産除却損 6,850 21,306

 その他 11,961 5,989

 営業外費用合計 37,553 48,965

経常利益 1,070,169 996,766

特別利益   

 固定資産売却益 14,289 ―

 特別利益合計 14,289 ―

特別損失   

 会員権解約損 11,817 ―

 特別損失合計 11,817 ―

税金等調整前中間純利益 1,072,642 996,766

法人税、住民税及び事業税 386,866 417,281

法人税等調整額 12,274 △39,020

法人税等合計 399,140 378,260

中間純利益 673,501 618,506

非支配株主に帰属する中間純利益 13,411 1,223

親会社株主に帰属する中間純利益 660,090 617,283
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 673,501 618,506

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △112,552 49,468

 退職給付に係る調整額 △2,018 3,941

 その他の包括利益合計 △114,570 53,409

中間包括利益 558,930 671,916

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 545,519 670,692

 非支配株主に係る中間包括利益 13,411 1,223
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,072,642 996,766

 減価償却費 330,264 345,142

 のれん償却額 44,732 44,732

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,920 △2,514

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,858 14

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,956 6,213

 受取利息及び受取配当金 △11,592 △15,836

 支払利息 18,741 21,669

 投資有価証券売却損益（△は益） ― △523

 固定資産売却損益（△は益） △14,289 ―

 固定資産除却損 6,850 21,306

 会員権解約損 11,817 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 2,924,578 2,793,014

 棚卸資産の増減額（△は増加） △643,497 △388,011

 未収消費税等の増減額（△は増加） △4,050 △29,623

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 30,259 △12,740

 その他の固定資産の増減額（△は増加） △14,990 5,110

 仕入債務の増減額（△は減少） △893,608 △1,338,652

 未払消費税等の増減額（△は減少） △185,110 △219,893

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △292,706 △494,667

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 7,370 △5,323

 その他 24 ―

 小計 2,400,328 1,726,182

 利息及び配当金の受取額 11,592 15,836

 利息の支払額 △23,253 △22,949

 法人税等の支払額 △514,810 △889,839

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,873,857 829,230

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △36,505 △25,569

 定期預金の払戻による収入 31,200 13,200

 有形固定資産の取得による支出 △338,036 △429,558

 有形固定資産の売却による収入 117,493 ―

 無形固定資産の取得による支出 △14,237 △6,514

 投資有価証券の売却による収入 ― 1,035

 投資有価証券の償還による収入 40,000 ―

 その他 60 ―

 投資活動によるキャッシュ・フロー △200,027 △447,407
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 △97,138

 長期借入金の返済による支出 △231,833 △157,200

 自己株式の取得による支出 △18 △152,975

 リース債務の返済による支出 △24,107 △23,201

 配当金の支払額 △524,502 △725,929

 非支配株主への配当金の支払額 △28,222 △5,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △848,682 △1,161,446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 825,147 △779,623

現金及び現金同等物の期首残高 4,801,563 5,238,534

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  5,626,711 ※1  4,458,911
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

１　保証債務

従業員の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

 13,992千円 11,552千円
 

 

※２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

受取手形割引高 764,123千円 94,084千円

受取手形裏書譲渡高 3,102千円 11,629千円
 

 

 
(中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

給料 876,980千円 881,923千円

賞与引当金繰入額 110,215千円 101,966千円

退職給付費用 29,468千円 37,158千円
 

 

　２　売上高の季節的変動

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)及び当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　

至　2025年９月30日）

当社グループの売上高は公共工事関連の比重が高いため、中間連結会計期間に比べ中間連結会計期間以降の売上

高が増加する傾向にあり、業績に季節的変動があります。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

現金及び預金 5,853,320千円 4,717,091千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △226,609千円 △258,179千円

現金及び現金同等物 5,626,711千円 4,458,911千円
 

　

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 526,224 86.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 728,143 119.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 
コンクリート
製品製造・販
売事業

水門・堰の製
造及び施工並
びに保守事業

地質調査・コ
ンサルタント
業務及び土木
工事事業

橋梁、高架道
路用伸縮装置
の 製 造 ・ 販
売・設置工事
事業

コンクリート
構 造 物 の 点
検・調査、補
修工事事業

売上高      

一時点で移転される財 4,953,657 ― ― 249,110 ―

一定期間にわたり移転
される財

― 1,498,648 770,680 1,142,351 145,019

顧客との契約から生じ
る収益

4,953,657 1,498,648 770,680 1,391,461 145,019

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 4,953,657 1,498,648 770,680 1,391,461 145,019

セグメント間の内部売
上高又は振替高

5,000 ― ― ― ―

計 4,958,657 1,498,648 770,680 1,391,461 145,019

セグメント利益又は損
失（△）

835,383 54,601 19,719 74,074 △79,815
 

    (単位：千円)

 
情報機器の販
売及び保守事
業

不動産事業
調整額
（注）1

中間連結損益
計算書計上額
（注）2

売上高     

一時点で移転される財 71,567 ― ― 5,274,335

一定期間にわたり移転
される財

― ― ― 3,556,699

顧客との契約から生じ
る収益

71,567 ― ― 8,831,035

その他の収益 ― 35,873 ― 35,873

外部顧客への売上高 71,567 35,873 ― 8,866,908

セグメント間の内部売
上高又は振替高

10,404 102,000 △117,404 ―

計 81,971 137,873 △117,404 8,866,908

セグメント利益又は損
失（△）

18,005 79,755 △14,182 987,540
 

（注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 2.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 
コンクリート
製品製造・販
売事業

水門・堰の製
造及び施工並
びに保守事業

地質調査・コ
ンサルタント
業務及び土木
工事事業

橋梁、高架道
路用伸縮装置
の 製 造 ・ 販
売・設置工事
事業

コンクリート
構 造 物 の 点
検・調査、補
修工事事業

売上高      

一時点で移転される財 5,349,820 ― 1,032 283,545 ―

一定期間にわたり移転
される財

― 1,244,399 868,836 578,798 242,098

顧客との契約から生じ
る収益

5,349,820 1,244,399 869,869 862,344 242,098

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 5,349,820 1,244,399 869,869 862,344 242,098

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 10,064 ― 7,950 480

計 5,349,820 1,254,463 869,869 870,294 242,578

セグメント利益又は損
失（△）

1,036,760 △106,243 73,925 △169,832 △29,019
 

    (単位：千円)

 
情報機器の販
売及び保守事
業

不動産事業
調整額
（注）1

中間連結損益
計算書計上額
（注）2

売上高     

一時点で移転される財 113,817 ― ― 5,748,216

一定期間にわたり移転
される財

― ― ― 2,934,132

顧客との契約から生じ
る収益

113,817 ― ― 8,682,349

その他の収益 ― 36,084 ― 36,084

外部顧客への売上高 113,817 36,084 ― 8,718,433

セグメント間の内部売
上高又は振替高

11,242 102,000 △131,736 ―

計 125,059 138,084 △131,736 8,718,433

セグメント利益又は損
失（△）

29,723 82,637 △8,335 909,616
 

（注）1.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

 2.セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

該当事項はありません。

 
 

(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 107円88銭 101円01銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 660,090 617,283

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金額
（千円）

660,090 617,283

普通株式の期中平均株式数(株) 6,118,878 6,111,335
 

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月12日

ヤマウホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

福岡事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　本　 千　人  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣　住　 成　洋  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマウホール

ディングス株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2025年４月１日から

2025年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ヤマウホールディングス株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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